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令和７年度第１回奥州市総合計画審議会 議事録 

 

１ 日時 

令和７年５月 13日（火）14時 00分から 15時 40分まで 

 

２ 場所 

奥州市役所本庁 ７階 委員会室 

 

３ 議題 

(1) 前回の振り返り 

(2) 勉強会『第３次総合計画が担うべき役割・機能について』 

  講師 株式会社日本政策総研 取締役兼執行役員 佐々木 央 氏 

 

４ 出席委員及び欠席委員 

(1) 出席委員 19名 

（１号委員）遠藤清逸、千葉憲雄、吉田あや子、渡邉美喜子、髙橋一幸 

（２号委員）佐藤たき子、千田博文、菊池喜勢子、鈴木美喜子、後藤義幸、千葉裕之、 

和川仁美、早川浩子 

（３号委員）吉村武洋（オンライン出席）、山本健、森達也、髙橋新吾 

（４号委員）浅利智美、及川麻梨絵 

(2) 欠席委員３名 

（２号委員）菊地浩明、佐々木健一、菊地義行 
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▶ 二階堂政策企画部長 

それでは定刻となりましたので、会議を始めさせていただきます。 

本日は、お忙しい中、ご出席いただきまして、誠にありがとうございます。私は本日の

司会をいたします奥州市政策企画部の二階堂純でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。 

会議に先立ち、市民憲章の唱和を行います。市民憲章は会議資料の表紙に掲載しており

ます。恐縮でございますが、皆様ご起立をお願いいたします。 

私が前文を読み上げますので、一つの後から、ご唱和いただければというふうに思いま

す。 

－奥州市民憲章唱和－ 

はい、ありがとうございます。ご着席をお願いいたします。 

 

１ 開会 

▶ 二階堂政策企画部長 

それではこれより、令和７年度第１回奥州市総合計画審議会を開会いたします。 

なお、本日は委員 22名中、19名の参加をいただいています。 

はじめに、奥州市総合計画審議会会長の遠藤清逸様からご挨拶を頂戴いたします。 

 

２ 挨拶 

▶ 遠藤委員（１号委員：水沢地域会議） 

 皆さんこんにちは。 

本日は大変お忙しい中、また時節柄、来る途中も田んぼから機械の音が響いておりまし

た。お忙しい中、お集まりいただき大変ありがとうございます。 

本日は、前回の会議でご案内ありましたとおり、この第３次総合計画に立ち向かうに当

たり、我々の勉強会という位置づけで、本日開催されております。 

ご承知のとおり、現在進められております第２次総合計画は、10年間の期間中、後期

の２年間を残すのみとなっております。仕上げの段階ともなっておりまして、大変重要な

時期と認識しているところでございます。 

私達審議会としても、その責任の重さを担っているわけでございますので、その認識を

持って、しっかりと進めていくことが大切というように考えております。 

一方、第３次総合計画は、現段階では間髪入れずに、２年後にはスタートするというこ

とになると考えております。ということは、このメンバーで新たな視点で議論を進めてい

くということでございます。その第一歩としての、今日は勉強会の開催ということになり

ます。 

配布された資料、次第にありますように、第２次総合計画を振り返り、第３次に結び付
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けたいという、理にかなった企画だと思っております。 

先日、事務打ち合わせの際にも申し上げましたけれども、我々としてもしっかりと、こ

の総合計画というものはどんな位置づけがあって、何たるものかということを全ての委

員が認識を深めていきたいという部分では、今日は大変良い機会を我々にくださってい

ると感謝したいというところでございます。 

いずれにしましても、今日は、この２年間しっかりとサポートしていただく講師の先生

もお越しいただいておりますので、積極的な参加をお願い申し上げながら、挨拶といたし

ます。ひとつ、よろしくお願いいたします。 

 

３ 説明 

 (1) 前回の振り返り 

▶ 二階堂政策企画部長 

はい、ありがとうございました。 

本日の審議会は、これから総合計画の策定が本格化していくに当たり、審議会委員の皆

様と総合計画の意義や、現行計画における課題等を共有するために開催しているもので

ございます。 

まずは、説明の(1)でございますが、前回３月 19日にご説明いたしました、奥州市総

合計画審議会の役割及び第３次奥州市総合計画の策定の方向性について、振り返りとし

て、簡単にご説明させていただきます。 

 

▶ 阿部政策企画課長 

 政策企画課の阿部と申します。 

それでは私の方から、前回の振り返りということで、説明をさせていただきたいと思い

ます。 

資料につきましては、【資料３】をお開きいただきたいと思います。カラーの横長のも

のになります。 

前回、３月 19日に開催させていただいた審議会では、総合計画等の概要でありますと

か、総合計画審議会の役割について説明をさせていただきました。 

まず、総合計画等の内容のおさらいということでございますけれども、総合計画は、市

のまちづくりの全ての分野の施策を網羅する市の最上位計画という位置付けでございま

す。自治体におけるまちづくりの指針となるものというふうに、ご理解いただきたいと思

います。 

資料１ページにございますように、奥州市の合併以来、自治基本条例に基づき、総合計

画を策定し、この計画に基づいた施策や事業展開を行ってきております。 

現行の基本構想は、令和８年度が計画期間の最終年度となりますことから、今後、令和
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７年度、８年度の２カ年をかけまして、次期総合計画を策定しようという風に考えており

ます。 

策定に当たりましては、市の長期的な人口推計を示した「奥州市人口ビジョン」という

ものがございますけれども、こちらを改定いたしまして、見直し後の人口推計に基づく計

画策定とするほか、人口対策の視点から、組織横断的に取り組む「総合戦略」というもの

がございます。その総合戦略を、総合計画と一体的な計画として策定することも検討して

まいりたいというように考えております。 

この総合計画、それから総合戦略、そして人口ビジョン、それぞれの目的や役割につき

ましては、資料２ページに記載をしておりますけれども、こちら、前回の会議の際にお示

ししたものと同じということでございますので、ここでの改めての説明は省略させてい

ただきたいと思います。 

次に、資料３ページをお開きいただきたいと思います。総合計画の体系図を表しており

ます。字が細かくて大変恐縮でございますけれども、前回お渡しした総合計画図書の方に

も同じ図がありまして、こちらの方は見開きになっておりますので、若干これよりははっ

きり御覧いただけるかと思います。 

この後の説明でも触れることになりますけれども、これまでの総合計画は計画期間 10

年間の「基本構想」を上位とする階層構造となっておりまして、基本構想の下に、基本的

施策や施策を表した「基本計画」、さらにその下に予算を伴って実施される事務事業を定

めます「実施計画」ということで３層構造となっております。基本構想、基本計画、実施

計画というこの３層構造という形でございます。 

こちらに表しております体系図は、その３層構造のうち、基本構想と基本計画に関する

部分を体系的に図で表しておりまして、基本構想で定める施策の大綱のもとに、基本計画

で定める基本施策、さらにその下に、基本施策ごとに施策がぶら下がっているという階層

の関係にあるということを示しているものでございます。 

ここには載せていないですけれども、先ほど申し上げた３層構造の一番下の実施計画

につきましては、搭載している事業数が数百単位に及んでいることや、毎年、次年度予算

編成に向けて、それらの事業の見直しを行っておりまして、事務事業の取捨選択を行って

いる、毎年入れ替わりがあるという風にご理解いただければよろしいかと思いますけれ

ども、ということで、この図には直接そこの部分については記載しておりませんけれども、

審議会委員の皆様には、毎年度、事務事業評価という形で、実施計画に搭載している事業

の進捗でありますとか、実績をお示しする機会がございます。 

これはもう少し先の話になりますが、その際に改めて事務事業という形で、お示しはい

たしますので、そのときにご説明をしたいという風に思います。 

またこの体系図上でも表記されておりますが、基本構想と基本計画の間に総合戦略と

いう表記がございます。 
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現在の総合計画ですと、総合戦略についてはこの横を見ていただくと分かるとおり、誇

りと幸せを実感できるまちづくりということで、人口プロジェクトという表記がござい

ます。 

この、人口プロジェクトとして、計画に関わる全ての分野を横断的に取り組む位置づけ

としておりますけれども、現状この総合戦略については総合計画とは別の、別冊と言った

らいいでしょうか、別の計画ということで策定をしております。 

つまり、総合計画という冊子があって、総合戦略という冊子もあるという形ですけれど

も、体系的に表せば、総合戦略は、総合計画の分野横断的に取り組む、そういった形のも

のだよということで、縦と横のような関係になっていて、少し分かりづらいかもしれませ

んが、表記としてはこのような表記をさせていただいているというものでございます。 

ただ、この両計画ですけれども、事務事業のレベルにいきますと、かなり重複している

部分がございまして、互いに関連、あるいは影響し合う部分が少なくないということで、

これをそれぞれ推進するという形ではなくて、計画としても今後は一体的に策定いたし

まして推進すべきではないかという考え方が出てきております。 

実際に、近年、全国の多くの自治体で計画の見直しと併せまして、この総合計画と総合

戦略というものを一体的に取り組むように計画も策定するという傾向が多くなってきて

おります。 

ということで、先ほども申し上げましたけれども、当市においても、次の総合計画を策

定する際は、この二つの計画の一体化ということについても検討をしてまいりたいとい

う風に考えております。 

次に資料４ページの方にお進みいただきたいと思います。 

こちらは次期総合計画の、大まかな策定スケジュールを表したものとなります。 

ただ、これはあくまでも、現在の３層構造と申し上げましたけれども、従来どおりの総

合計画を策定するとした場合のスケジュール案をこちらに大まかに表しているというも

のになります。 

これもまた、この後の説明で触れていただくことにはなるのですけれども、現状の総合

計画の３層構造というものにつきまして、以前から、様々な課題があるよということでの

ご指摘はあったということは、我々も承知をしているところでございます。 

次期計画の策定に当たりましては、そもそも、その計画の構造自体に本当にどのような

構造が良いのかといったところからスタートしたいという風に考えておりますし、結果

として、現状の３層構造をそのまま維持するような形で計画を策定するということにな

らない場合、その３層構造を変えるようなことになれば、それに伴いまして、この策定ス

ケジュールについても、変更が加わるものという風に考えております。 

審議会委員の皆様に対しましては、次回以降の会議にはなりますけれども、次期計画の

策定方針というものをまず作るということで、その策定方針案をお示ししたいという風
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に考えておりますので、その際、合わせて、その案の中でいくつかのパターンをお示しす

ることになると思いますけれども、それぞれの策定スケジュールについても、改めてご説

明をしてまいりたいという風に考えております。以上が資料３のおさらいとなります。 

それから資料４、１枚ものでございます。こちらは、前回もお示ししているものですけ

れども、今後の審議会開催予定、これの時点修正を加えたものとなります。前回から若干

変わっている部分がございます。 

こちらの開催予定につきましても、今後策定方針が固まっていくことで更なる修正を

加える必要がありますことから、今回の時点修正についても、詳細には説明は省略させて

いただいて、改めて、その策定方針が固まった際にちゃんとしたものでご説明をさせてい

ただきたいという風に考えております。 

前回の振り返りに関する説明については以上となります。 

 

▶ 二階堂政策企画部長 

振り返りということではありますが、この後、講師先生の方からも、もう少し突っ込ん

だお話をさせていただきますけれども、この段階で、今のご説明に対しまして質問等あれ

ば御発言をいただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

先生お願いします。 

 

▶ 山本委員（３号委員：岩手県立大学） 

はいすみません、岩手県立大学の山本でございます。 

ただいま、総合計画、総合戦略の関係というか、構造についてご説明をいただきました

が、１つ、すみません。個人的に気になっているのが、定住自立圏構想の方からも、いろ

んなその計画を立てて取組の内容、あと交付金の事業等も盛り込まれているかと思うの

ですが、奥州市におかれましては、例えばその総合計画、総合戦略に比べて、この定住自

立圏のウェイト、重要度みたいなものというのはどのように位置づけていらっしゃるの

か、認識されていらっしゃるのかお聞かせいただければという風に思います。無視し得る

ほど小さなものなのか、それともある程度補完性を持ったものなのか、いうところでご意

見をお聞かせいただければと思います。 

よろしくお願いします。 

 

▶ 阿部政策企画課長 

はい、ありがとうございます。 

ただいま、先生の方からの定住自立圏のお話でご質問がございました。 

なかなか定住自立圏という言葉自体をご存知ない方もいらっしゃるかと思いますので、

若干説明をさせていただきたいと思いますけれども、定住自立圏というのは、これは法律
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に基づく取組とはなるわけですけれども、近隣の自治体の中で、これは市レベルのものに

なると思いますけれども、一定の要件を満たす自治体、これを中心市というふうに位置づ

けまして、中心市と隣接する複数の自治体でもって、定住自立圏というエリアを構成いた

します。 

そして、そのエリアを構成する自治体、市・町の間で「定住自立圏共生ビジョン」とい

うものを作って、これも計画です。平たく言えば、計画を作って、関係する市・町が協力

し合って取り組むということで、これはどちらかというと広域的な取組になります。 

やはり、小さい町や村が、大きい市と同じ機能を備えて、そして行政を行っていくとい

うのは、なかなか難しい時代になってきているということで、国の方も、そうであれば複

数の自治体が協力し合って取り組む、そういう取組に対して、国も財政的な支援をしまし

ょうということで、奥州市も、北上市さん、金ケ崎町さん、西和賀町さん、この２市２町

で定住自立圏というものを構成しております。 

現在も取り組んでいるということで、５年単位の計画を作っておりまして、先ほど申し

上げた共生ビジョン、５年単位の共生ビジョンを作っておりまして、今年度から、第３期

の共生ビジョンの取組に入っております。11年目ということですね。そういう取組をし

ているというのが、まず前段としてあります。 

今、先生のご質問は、この定住自立圏の取組と、総合計画、ウェイトというようなこと

もおっしゃられておりましたけれども、まず考え方を整理しますと、定住自立圏という風

に申し上げたように、広域的な取組に関するものになります。 

そして、総合計画というのは、その自治体ごとの取組といいますか、計画ということで、

これは当然金ケ崎町さんも西和賀町さんも総合計画は作られているということですので、

大きい小さい関係なく、大体自治体であればどこも、総合計画は持って計画的に進めると

いう取組をしている。 

これらの関係については、やはり今言いましたように、単独の自治体は単独の自治体で

計画的に進めるけれども、それよりも広域的でやった方が効率が良い、あるいは効果があ

るといったものについては、そちらの方に移していった方が良いわけでございますので、

そういう取組がどのくらいあるかというのを、庁内の中で出して、それをそのエリアを構

成する市町とも協議し合って、こういう取組をしていきましょうということで作ってい

るということになります。 

今、定住自立圏の取組としては、事業数でいけば 59 の事業があるわけですけれども、

かなり範囲も広いです。 

健康福祉に関する部分から、教育あるいは防災の分野ですね、消防団さんの方にも事業

があったかと思いますけれども、かなり広域的な範囲にわたりまして、４市町で取り組ん

だ方が効率が良いよ、効果があるよねというものについてはそういう取組になってきて

いるということで、岩手県では、お隣の一関市さんもそうですし、あと沿岸の方で大船渡
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市さんが中心市となって、一関市さんは一関市と平泉町ですけれども、そういう取組を進

めているということでございます。 

どちらも大切な取組、これからの時代では、やはり単独の自治体が賄える範囲というの

は、かなり厳しいそういう環境になってきているということを考えれば、我々とすれば、

当然総合計画は総合計画で市の最上位計画という事で進めてまいりますけれども、やは

り近隣市町と一緒になってやる部分についての重要度も決して小さくはないというふう

に思っております。 

どちらも政策企画課の方で所管をさせていただいておりますけれども、全庁的に関わ

る事務事業に関する計画であるというのはどちらも共通したことですので、どちらも非

常にこれからの時代に必要な計画だということで認識して取り組んでいきたいという風

に思っております。 

以上です。 

 

▶ 山本委員（３号委員：岩手県立大学） 

ありがとうございます。 

１点だけ質問ですけれど、定住自立圏の方にウェイトを高めた結果、市の総合計画、総

合戦略の中では、あえて低くしているような取組等はあるのか、どうなのかということを

確認したかったので、はい、よろしくお願いします。 

 

▶ 阿部政策企画課長 

はい、失礼いたしました。 

具体的な事務事業で、これを総合計画でやるよりは、定住自立圏でというようなことに

ついては、スタート時点でそういう風にしているものは、全庁の中にあるかというと、

我々の方でそういう捉え方をしてなかったものですから、スタートの時から、そこを意識

しているかと言われると、なかなか全庁的にはどうなのかなというところはあるのです

けれども、少なくとも今後は、そういう考え方というのは出てくるというか、大事になる

のではないかとは思います。 

以上です。 

 

▶ 二階堂政策企画部長 

はい、先生ありがとうございます。その他、ございますでしょうか。 

はい、この今の説明の中で、もし疑問点等ございましたら、次の説明も含めたコーナー

でご発言をいただきたいというふうに思います。 

 

(2) 勉強会『第３次総合計画が担うべき役割・機能について』 
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▶ 二階堂政策企画部長 

それでは、次第３の説明(2)の勉強会の方に進めさせていただきたいと思います。 

奥州市総合計画の策定支援のお願いをしております、株式会社日本政策総研取締役兼

執行役員の佐々木央様を講師に、総合計画の意義や、仕組みに関して皆さんで確認をして

まいりたいと思います。 

日本政策総研様は、愛知県小牧市や茨城県北茨城市など全国各地の総合計画の策定支

援を手がけられております。 

それらの自治体と同様に、単に総合計画の策定を目的とするのではなく、総合計画を起

点として効果的な行政運営こそが大切であるという視点で、策定の伴走をいただくとい

うことになっております。 

それでは佐々木様、よろしくどうぞお願いいたします。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい、ただいまご紹介にあずかりました、日本政策総研の佐々木央と申します。 

よろしくお願いいたします。 

簡単に自己紹介です。公共分野、自治体、府省庁の公共分野のコンサルティングについ

て、35年近く支援をさせていただいております。 

基礎的自治体の総合計画の策定支援についても、私担当したものは、多分 50以上に上

るということです。 

その中で、いろいろと疑問に思うこと、策定をしながら問題に思っていることを、この

ままじゃいけない、もっとどうにかしなければいけないということで、先ほど部長からも

お話しいただいたように、計画を作ることがゴールではなくて、出来上がった計画に基づ

いて、行政運営、あるいは住民、事業者の皆様も含めた自治体経営をよりよいものにして

いただきたいという観点で、この 15年ほど、支援をさせていただいております。 

ですので、私が支援したもので問題に感じていたことを、どんどんより良いものにして

いこうとする過程の中で、今日これからお話させていただきます、「第３次奥州市総合計

画が担うべき役割・機能について」という資料を説明させていただきます。 

難しい話も含まれていますので、途中途中で質問のタイミングを設けます。何なりと、

本当にこんな質問したら恥ずかしいなとか考えることなく、分からない点、疑問な点をど

んどん質問していただければと思います。 

今日お話しする内容は、あくまでも日本政策総研としての考え方ですので、奥州市はこ

うあるべきだという考えではないです。ただ、参考になるお話をさせていただけるかと思

っております。 

それでは内容に入らせていただきます。 

まず、総合計画の位置づけ、先ほども説明がありましたけれども、市の最上位の計画と
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いうことですが、市役所は、様々な分野で行政計画を作っています。 

基本的には、行政計画に基づいて施策事業を実施する、というような組織体です。 

代表的なものを防災安全分野とか、健康福祉分野等、これ主なものを書いただけです。

書ききれないものがもっとたくさんあります。 

これらの計画というのは、あくまでもそれぞれの分野、あるいはそれぞれの計画の中で

どういう将来を作っていくのか、どういう施策を作っていくのか、ということが計画立て

られているというところで、簡単に言うと、部分最適です。その分野、その計画の範疇で、

より良い計画にしている。 

ですが、当然市役所が行っていくために必要な財源とか、職員リソースというのは限ら

れています。有限です。 

ですから、どの計画も、最大限にやりたいと言っても、全部やりきれるわけがない。と

なったときに、総合計画というのはどういうことかというと、これら分野別の計画、政策

分野を網羅した、最上位かつ総合的な計画です。 

ですから、いろいろな分野の計画があるにしても、市の経営を行っていく際に優先され

るのが、これから皆様に第３次の総合計画を審議していただくのですが、この最上位の総

合計画だということです。 

市全体の将来目標と、その達成に必要な政策・施策で構成されている。なので、逆に言

うと、この総合計画に基づいて各政策分野の行政計画は、作って運営していかなければい

けないという建前になっていますが、必ずしもそこが、うまい具合に整合取れていないと

いう状況です。 

あと、先ほどもお話がありました、まち・ひと・しごと創生総合戦略、こちらは、総合

計画の中から、特に人口に関係する部分に着目して重点的に進めていくということで総

合計画と重なっている、あるいは多くの団体ではそれを一体化して策定運営し始めてい

る、という状況にあります。 

続いて、先ほども振り返りの資料で説明ありましたけれども、現行の第２次奥州市総合

計画は、政策、施策、事業、それぞれに該当する部分で、基本構想、基本計画、実施計画

という３層構造になっています。 

現在、基本構想と基本計画が議会の議決が必要な対象になっています。議会に議決で承

認いただかないと、計画の成案にならない、計画にならないという状況です。 

ご承知のとおり議会、様々な考え方を持っている議員の皆様、会派の皆様があります。

その皆様方に過半数の議決をいただくとなると、当然、いろいろなものを取り込んでいか

なければいけないということが、少し足かせになって、全国の自治体では見直しが始まり

つつあるという状況です。 

続きまして、これからの総合計画に必要な役割、機能の説明です。 

従来の総合計画は、総花的、硬直的、形骸化。これは、特に 2000年代に入って、この
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25年ほど総合計画が抱える問題として指摘され、かつ、近年になればなるほど、これら

の問題というのが、悪化している、深刻化している内容です。 

総合計画の目的、策定すること、計画図書が出来上がることが従来目的となりがちでし

た。先ほど触れたとおり、本来、出来上がった計画図書に基づいて計画に位置づけられた

施策、政策をしっかり推進していくことが本来の目的なのですが、大変残念ながら出来上

がった計画図書が、使われずに積み上がって、埃まみれになっている自治体というのが極

めて多いです。 

ですけれども、今後、計画に基づいて経営していかなければいけない。経営していくと

いうのは目標を達成すること、計画に位置づけた政策分野ごとの目標でしたり、あるいは

それらをまとめた、最上位の目標、これを達成することを目指す。そのために施策・事業

の有効性を高めていく。施策・事業をただ単に実施するという話ではなくて、実施した施

策・事業がしっかりと効果を上げなければいけない、効果を上げることによって目標を達

成するのだという風に変わっていかなければいけない。これが総合計画の目的の部分に

なります。 

総合計画が対象とするものですが、従来は行政経営、これは公助の部分、市役所が中心

となっていろいろなサービス、手続を行う部分と、あと、従来も地域経営という形で、自

助、共助、協働、市民、事業者、各種団体の皆様方がしっかりと取り組む部分、この地域

経営の部分を対象とはなっていたのですが、不十分だったと思います。 

計画図書に書いてはいるのですけれども、本当にそれがしっかり取り組まれて効果が

上がるような状況までなっていたかというと、全国の自治体でやはり不十分な状況にな

っています。今後、行政経営は引き続きしっかり取り組んでいかなければいけない。 

地域を支える行政経営を総合計画の中で対象とするのはもちろんですが、本格的な地

域経営ということで、自助、共助、協働の部分がしっかりと計画の中に位置づけられ、さ

らにそれが計画期間中に、効果を上げていくように取り組まれる、それが重要になってく

るだろうと考えます。 

続きまして、運用の視点。総合計画は出来上がった後、計画期間中にどう運用するか。 

先ほど目的で計画図書を作ることが、出来上がったら使われないという話をしたので

すが、一部、企画サイドが中心になって、あるいは市の執行部から議会に対する説明とし

て、総合計画こういう風に進めていますよという説明がなされるのですけれども、その中

心の観点が「行う」、計画に位置づけられた施策、基本計画に位置づけられた施策や、そ

の下の実施計画に位置づけられた事業、これを計画に位置づけられたとおりに進めてい

るか、進められてないかという実行性を行う方が、現状だったという状況です。 

なので、施策や事業はしっかり計画どおり進められているにもかかわらず、効果が停滞

して全く目標が達成されないというような矛盾が多くの自治体で発生している状況です。 

今後は、右側ですが、実効性重視。第２次奥州市総合計画の基本構想を見ると、既に実
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効性の、効果の「効」の字がしっかり位置づけられているのです。 

実効性を重視ということで、行っているかいないかじゃなくて、施策・事業を行った結

果、効果が上がっているかどうか。効果が上がっていないのであれば、効果が上がるよう

に変えていく、積極的に変えていくということを重視していかなければいけないのでは

ないかということです。 

策定・運用の主体です。全庁、全分野巻き込んで計画を策定していかなければいけない

のですが、企画部門、総合計画の事務局である企画部門以外のいろいろな政策を実施して

いる部門の職員は、忙しいのに付き合わされているという感覚なのです。 

企画が総合計画を作るときに手伝わされている、付き合わされているという感覚なの

ですけれども、本来、総合計画に位置づけられている政策・施策というのは、それぞれの

所管部門が責任を持って作って、責任を持って遂行しなければいけない。 

企画がああだこうだ全部指図するというのは間違いであって、施策所管部門が責任を

持って策定・運営していかなければいけないですし、さらに住民、事業者の皆様にも、本

気で自助、共助を強化していただきたい。 

これは、総合計画を紐解くと、1960年代、日本が第二次世界大戦後、高度成長期に各

自治体で総合計画を策定してくださいという法律が出来上がりました。 

当時は右肩上がりだったので、これから人口が増え、経済が発展していく中で新しく何

をやっていかなければいけないのか、新しくやっていくことをどんどん計画として位置

づけていく必要があった。 

ですので、この実行性、行う方が偏重というか重視されていた。ですが、2000年代入

って、特に地方都市においては人口減少が加速している状況で、限られた経営資源を最大

限有効活用するために、総合計画の役割、機能というのが変わってきたのだというふうに

認識していただければと思います。 

ですので、従来は総花的で硬直的で、その結果、出来上がった計画が形骸化してしまう

という問題があったのですが、今後は、策定はもちろんですが、策定後に有効に機能する

計画、これによって形骸化させないそういう役割を、第３次奥州市総合計画では担ってい

く必要があると考えております。 

一旦ここまでのお話で、ご質問とかよくわからないという点があれば、挙手でお願いい

たします。 

 

▶ 吉田委員（１号委員：前沢地域会議） 

吉田あや子と申します。 

この対象というところの、行政経営と、市民企業各種団体に自助、共助、協働をお願い

したいということを書いてありますけれども、一つ言えば、やはりお金がかかることなの

で、いろんな面で予算額を削られている中で、なかなか厳しいものがあるなというのがあ
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りまして、地域会議等に出た場合に、総合計画というのが、その地域会議の中で示されて

いないし、考え方というか、どういうことをしてほしいという具体性のあるものが、地域

会議に求めているのか求めてないのか分からないけれど、それがないので、なかなか市と

その地域とかが、綿密な感じにならないのではないかなと私は思うのが一つと、この全国

の総合計画で実効性がないと嘆いている。例えば、どういう事業に関して、それが実効性

がないと感じているのか、それをお聞きしたいと思います。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい。まず、地域会議にという各地域の共助、協働の母体になるような、重要な組織等

と、市との関係も含めてなのですが、もちろん地域が共助や協働で取り組むことにお金が

かかることはたくさんあるかと思います。 

ですが、お金がかかることであっても、有効性の高い重要な取組であれば、しっかり予

算化していくということが必要なのだろうと。 

一方で、市がいろいろ、市民や事業者、地域に働きかけていく施策事業というのは、例

えば貧困対策のように、直接困っている方を助けるという取組だけじゃなくて、例えば近

年ですと、ダイバーシティ、あるいはジェンダーフリー、ジェンダー不平等、簡単に言う

と、性別間の差があることを解消していきましょうというような、政策も市としては行っ

ているのですが、それは市が行った政策を、市民、事業者の皆様がしっかり受けとめて、

変わっていただかなければ効果が上がらない。 

そういうところも含めて、共助、協働という形で、市民の皆さん、事業者の皆さんにも、

市の政策を推進していくことに協力いただくことが必要だろうということでお話をさせ

ていただきました。 

あと、従来総合計画というのが、地域会議でしっかり共有されていないというような問

題がこれまであったとすれば、今後実際には、策定への過程でしたり、策定後の計画期間

中にしっかり共有して、どこの地域ではこういうことにしっかり一緒に取り組んでいき

ましょうということの情報共有をしていく、強化していくということを、改善しなければ

いけないと思いますので、その辺は、私どもが支援していく中でもしっかり認識して協力

させていただきたいと考えております。 

あと、実効性のない施策・事業、自治体単位では山のようにあるのですが、例えば今先

ほど触れたように、ダイバーシティとか、ジェンダーギャップを解消するという取組、こ

れは本当に効果を上げてないです。 

関連するものでいくと、男女共同参画という取組は、1980年代からです。男女雇用機

会均等法等を含めて 1980 年代から国や自治体が取組を始めているのですが、未だに不

十分です。 

あるいは、国になるのですけれども、地方創生総合戦略、まち・ひと・しごと地方創生
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総合戦略、2015年に第１期の総合戦略を国が定めましたが、少子化の歯止めが全く立っ

ていない。少子化はこの 10年間、加速しています。これは国の政策、あるいはそれを受

けた各自治体の総合戦略が効果を上げていない、不十分だという証になります。 

ですので、そこを少しでも変えていこうというのが、今回策定、あるいは策定した後に

運用していく考え方ということです。いかがでしょうか。 

 

▶ 吉田委員（１号委員：前沢地域会議） 

はい。ダイバーシティとか、ジェンダーレスというのは、都会の方では大いに問題とか

あるのかもしれないけれど、あまりこの奥州市に住んでいて、そういうのを意識している

感じがないと言えばないような感じがしますし、あと少子化問題なのですが、これは政治

も絡むのかもしれないけれど、総合計画でどうこうできるような問題じゃないというよ

うな気がします。いろいろなところで、これはうたわれているけれども、違うのではない

かなと時々思うときがあって、盛り込めば解決するかと言えばそうでもないような難し

い問題だなと個人的には思っています。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい、ありがとうございます。個別の問題、課題については、また策定の過程でいろい

ろ議論とか、ご意見賜れると思いますので、今日はこれでご質問というかご意見で承って

おきます。 

ありがとうございます。他にあるでしょうか。 

どうぞ。 

 

▶ 遠藤会長（１号委員：水沢地域会議） 

遠藤といいます。２点ほど。 

今、先生からお話いただいたこの表、非常に私民間でずっと生きてきた人間なものです

から、行政であるとかそういうところを、経営に置き換えれば、すんなり入っていくのか

なという風に思うのです。 

予算、利益を上げなければいけないという、その経営のもとでやっていけばいいのかな

と思って、そのときにお金の問題は当然ありますけれども、そのお金を生み出す人的力量、

資源ですね。人事というのは、当然そこに絡んでくるのかなという気がしているのです。

そういった中で、今の公務員制度という中で、そこが絡められるのかどうかということ。

一方では市民、住民に対する奉仕の精神とは当然ながら求められているということが一

つありましてね、その辺、何かやらないと、この理念は、非常に私は賛同するのですけれ

ども、実効性を上げるためには、その辺を切り込んでいかないといけないのかなというの

が一点と、もう一点は、各自治体がこういうものに取り組んで、その自治体の差別化戦略
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を何とか打ち立てようという形で、例えばその情報番組なんか見ていると、成功した成功

事例に基づいて報道されますから、こういうことやっているのだなと、こういうことやっ

ているのだなと成功しているのは。だったら奥州市もそういう成功事例をまず行ってみ

て学んでくるのが必要なんじゃないかなというときもあるのですけれども。 

その差別化、先生が言っている差別化というのはどういうところに現時点で、どんどん

進化が激しく移り変わりますので、もう３年後、５年後、10年経ったらもう一昔前にな

っちゃうわけなので、その辺のタイミングですね。その辺をどういう風に考えればいいの

かなと。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい、まず一点目、こういう右側のような有効に機能する計画ということを実現するた

めには、市の職員の皆さんも変わっていかなければいけないのではないかいうお話があ

りました。私も本当にそのとおりだと思っています。 

コンサルの仕事をしていると、コンサルが支援している間に計画が出来上がるのはも

ちろん当然なのですけれども、出来上がった後にそれが使われなくなるのが最もむなし

い。 

それを使っていただくためには、やはり計画を策定する段階でしっかり職員の皆さん

に汗をかいて考えてもらう。汗かいて考えてもらうことに対して、コンサルがしっかり考

え方、あるいは有効な施策の立案方法等を伝授していき、意識等を変えてノウハウを移譲

していく。 

さらに、計画期間中も、どのようにその出来上がった計画に基づいて施策をマネジメン

トしていけばいいのかというようなことも一緒になって、支援していくというところで、

まず意識改革と能力面は支援の過程の中でしっかりできると思っています。 

ただし、お話あったように、公務員制度、そういう取組をしっかり取り組んで成果を上

げている公務員、職員がより報われるようにしていくというのは、一朝一夕に制度を変え

られないという、総務省、国が決めた地方公務員制度という枠組みの中で、できる範疇で

変えていくというところでしかないというのは正直なところ。 

ただし、これは、経営トップと、あと管理職層がしっかりと意識を持って人材、職員部

下の人材育成と人事考課と処遇を結びつけていけば、地方公務員制度が今のままであっ

ても変えていける部分というのはあるだろうと思っております。 

２点目の、他の自治体との差別化についてですけれども、いろんな自治体の例を見てい

ると、今、全国の自治体でシティプロモーションの政策がすごく盛んです。シティプロモ

ーションの政策推進のためにも、広告代理店等の支援業者がいるのですが、行政だけでシ

ティプロモーションの旗を振っても、絶対にうまくいかないです。 

行政はプロモーションの素人です。委託している代理店に支援を仰いでも、どちらかと
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いうと、それだけの付き合いになります。上手くいくためには、やはり市民、事業者の皆

様方、各種団体の皆様方が本気で奥州市の優れている点、本気で魅力のある点というもの

を理解して、さらにそれをどんどんより良いものに進化させていく、ブラッシュアップさ

せていくという取組をしない限りは、例えば魅力あるから交流人口、観光交流を増やそう

と言っても、増えないです。 

例えば今、観光、インバウンド増えているとなったときに、市内で宿泊できる施設はど

れだけあるのですか。宿泊してくれなかったら、お金をたくさん落としてくれないですよ

と言ったときに、市がホテル事業者にはなれない。となったら、市の政策と一緒になって、

宿泊施設を整備、運営してくださる民間事業者の協力がなければいけないというような

形で、やはり他と横並びじゃなくて、うちが魅力ある差別化できることにしていくために

は、市はもちろんですけど、皆さんと一緒に推進していくということが重要だろうと考え

ております。 

以上です。 

はい他にあるでしょうか。時間の関係で進めていきますので、またご質問いただければ

と思います。 

 

続きまして、奥州市の総合計画の課題とその次のスライドが、その課題に対しての対応

ということで、この二つはオーバーラップしているというか、対になっています。 

課題としては、タイトルに書いてありますけれども、やはり３層構造、基本構想、基本

計画、実施計画という計画の構造、これが分かりづらいという課題があります。 

二つ目は、計画期間。現在は一番オーソドックスな基本構想 10年間、基本計画前期５

ヶ年、後期５ヶ年という期間を持っている、これの妥当性。 

三つ目は、やはり他の自治体、全国の自治体と同じで運用における実効性の確保です。 

計画の構造構成が分かりづらいとなるとどういうことになるかというと、物理的には

三つあると、その三つがそれぞれ重複する部分がたくさん出てきてしまう。 

これは策定のタイミングでも運用のタイミングでも、無駄というか、効率が悪くなる。 

あと、二つ目、真ん中にあるのですが、先ほど言いました総合計画があって、隣に、総

合戦略。最上位の計画にもかかわらず、さらにそれを横断的な観点から推進する定住人口、

人口という観点から推進する総合戦略が、今のところ計画図書としては別であって、この

関係性が不明確だ。 

さらに、それらを総合するのですが、重点事項とか施策・事業の優先順位が不明確だ。

総合計画に位置づけられる政策、施策・事業は、どれも必要だから位置づけて奥州市とし

ては推進、実施していますが、その中でもしっかりとメリハリをつけていかなければいけ

ないけれど、そのメリハリがこの３層構造の中では少し分かりづらいというところがあ

ります。 



17 / 30 

二つ目の計画の期間の妥当性ですが、先ほどのご質問でもありましたが、本当に３年単

位でどんどんどんどん世の中が変わってしまっている。 

例えば、現計画基本構想 10年ですけれども、10年前、新型コロナウイルスによって

丸３年間、社会活動が止まってしまうようなことが想定できたでしょうか。できなかった。

というようなことを考えると、計画期間はどういう計画期間がいいのか。 

あと、二つ目。基本計画の５年というのが、市長の任期と連動していないのですね。計

画期間の方が１年多いので、市長が永遠に同じ人が続けば別にいいのですけれども、必ず

どこかのタイミングで変わるとなったときに、やはりその市長の期間との不整合がどう

しても発生してきてしまう。 

一番悪い事象として表れてしまうのは、前の市長が作った基本構想、基本計画を無きも

のにして、計画期間の途中に新しい基本構想、基本計画を作るということ。これが全国の

自治体で多々発生しています。 

総合計画というのはそういうものでいいのでしょうかというようなことも含めて、計

画期間の妥当性です。 

あと、運用における実効性の確保。これは先ほどまで説明したとおりですね、出来上が

りがゴールではなくて、出来上がった後、計画期間中にしっかりと検証、見直しができる

ようにしていかなければいけないのではないかというところが課題としてあります。 

それを踏まえて、次のスライドです。 

対応ということで、計画の構造、構成、３層を継続するのかどうか、基本構想、基本計

画、実施計画の３層を継続するのか、そうではなくて２層構造に見直すということも考え

ていいのではないか、実際に全国の自治体で層が減ってきています。 

あと、総合計画と総合戦略の一体化。これは、この５ヶ年の中で総合計画を見直してい

る自治体の多くは、一体化してきています。 

あと、国の政策順位からいって、総合戦略の優先度が下がってきているということも含

めて、わざわざ別の作りにする必要性が、自治体側で薄れてきているというところがあり

ます。 

あと、計画の期間、市長公約との連動性の視点ということで、従来どおり、基本構想 10

年、基本計画、実施計画５年を維持するのか、あるいは、市長の任期、これは公約マニフ

ェスト等との連動性という観点で、４年という単位を考えて考慮していくのかというこ

とです。 

あと、実効性。運用における実効性の視点としては、担当課職員が主体的に関与した実

効性の高い計画内容とするということと、自治体経営に係る方針等を総合計画に融合さ

せると。こちらは、例えば従来、行政改革大綱のように、行政改革に関するものを別枠に

している自治体が多いのですが、そもそも経営という観点からいったら、政策とその政策

推進を担う経営の仕組みのところは、一体にした方がいいのではないかという考え方で、
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これも、徐々に増えて、採用される自治体が増えてきているという状況にあります。 

続いて、参考までに総合計画の構造です。 

こんなパターンがありますよという代表的なものを書いているのですが、一番上が従

来から一番多数派だった３層構造で現在の第２次奥州市総合計画もこのパターンです。 

右側に問題を記載しているのですが、階層間の重複が大きく、市長交代時に基本構想か

ら見直しを要する可能性も大きく、特に基本構想の 10年間というのが、社会経済環境の

変化に迅速に対応が難しい。策定する段階でも運用する段階でもあまり効率的ではない

という考え方です。 

先ほど、議会の議決の話をしたのですが、計画というのは具体的であればあるほど、検

証して見直しが容易になるのですが、抽象度が高くなると、逆に運用見直しが難しくなっ

てくる。 

基本構想は、この三角形で一番面積が小さいように、一番文字、情報量が少なく抽象度

が高い。議会の議決も必要だということで、抽象度が極めて高いです。 

基本計画も、議会の議決が必要な場合は抽象度を高くせざるを得なくなる。いろいろな

ことが読み取れる内容にしていかなければいけないという話があります。 

パターン２です。 

これは、2011年に地方自治法が改正されて、基本構想の策定義務がなくなった以降に

特に出てきているのですが、基本構想と、基本計画以下を分離して、基本構想はもう 20

年以上先の目標にしたり、そもそも終期を設けない。 

例えば、私が支援した中では豊田市役所、豊田市は、基本構想の終期は原則 25年ぐら

い先、そこに向けて基本計画を順次策定して、推進していくというパターン。 

あと、昨年度まで支援した広島県の三原市も 2050 年までの基本構想を持ってそれを

実現するために、順次基本計画以下を改定していくというやり方になっています。 

なので、基本構想、元々抽象度が高いのですが、抽象度が高いから計画期間を思いきり

伸ばしてしまう、あるいは終期を無くしてしまい、行政運営、自治体運営は基本計画と実

施計画でしっかり取り組んでいくというような考え方です。 

パターン１の３層構造、密着した一体となった３層構造の問題点の多くが、こちらのパ

ターンは解消できるというものです。 

あと、パターン３は基本構想自体をなくしてしまうというパターンですね。 

先ほど、法律が改正されて策定義務が無くなったという段階で、基本構想を無くして基

本計画と実施計画だけで進めているという。私が支援した団体では、愛知県小牧市がそう

ですし、私は関与してないのですが、神奈川県の藤沢市も同じパターンということです。

しっかりと中期的な基本計画、実施計画を策定し、それをしっかり毎年運用していく、見

直していく、実施計画ベースで毎年見直していくということで、社会、経済環境の変化に

も迅速に対応可能だというような形。 
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こういういろいろなパターンがある中で、第３次奥州市総合計画はどのパターンでい

くのかということが、次回の審議対象になるかと思います。 

計画の策定・運用の前提条件と方向性です。これは、皆様がこれから審議していただく

際に、その審議の前提条件として理解していただきたいと思います。 

一つ目は、将来に向けて社会経済環境はもっと厳しくなります。人口減少が加速すると

いうのが一番大きな要因ですが、それによって地域を支える担い手もですし、市の様々な

施策・事業を行うための経営資源もどんどん厳しくなって、でも人口が減少して、高齢化

が進む、あるいは働き盛りの市民が減っていくとなると、地域の様々な課題もどんどん大

きくなっていく。 

経営の舵取りが非常に厳しくなっていくということで、どう厳しくなっていくのかと

いう、中長期的な将来予測、将来分析を行って、その上で、中長期にわたって取り組まな

ければいけない戦略的な施策・事業を立案・推進する。 

例えば、生活困窮者の皆さんは、今困ってらっしゃるので、当然今支援してあげなけれ

ばいけない。あるいは DV等、虐待の被害者も今すぐシェルターに隔離しなければいけな

い、短期的には。 

でも、中長期的には、なぜ貧困に陥ってしまうのか。なぜ、虐待、DV被害、加害者が

発生してしまうのかという、元々の根本的な要因を解消するために、貧困にならないよう

にするためには、やはり教育が重要だね、あるいは地域の支え合いが重要だね。地域の中

で一定以上の所得水準が得られる職場が必要だねというような中長期的な取組を同時並

行で行っていかなければいけない。それが一番重要なのが定住人口、人口という観点から

だと思うのです。 

二つ目は、経営資源は有限かつ右肩下がり。市でいえば、予算、職員・施設等の資産は

有限かつ人口の減少に伴って、右肩下がり。これは地域の皆様にとっても同じだと思いま

す。 

各地域会議で、地域の担い手の皆さん、高齢者が高齢化し、さらに定年をどんどん延長

して、地域を支える余力が少なくなってきているということが前提になってくる。 

なので、優先順位付けが必要ですし、根拠に基づいて費用対効果の高い施策・事業を立

案して、さらにそうなるようにどんどん前向きに見直していくことが必要だということ

です。 

三つ目は、社会経済環境の変化が早く大きくなっている。 

トランプ政権が発足したことによってこんなことになるとは１年前誰が予想できたの

でしょうね。製造業を抱える岩手県内、奥州市でもやはり苦難している経営者の皆さんた

くさんいらっしゃると思います。なので、市としても変化に応じて施策・事業を迅速に見

直していくということが必要になってくるということです。 
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ここまででまたご質問を承りたいと思います。 

いかがでしょうか。 

 

審議する際に、多分これまで以上に難しいことを皆さんに審議していただくこと、いろ

いろな観点から、さらに時間軸も、10年後じゃなくて本当に 20年後 30年後を見通し

た上で、これから 10年何をやっていくのか、これから５年何をやっていくのかという本

当に難しいことを皆さんに審議していただくことになると思うのですが、でも、それが将

来の奥州市の活力を何とか維持していくために必要不可欠なことと思います。 

 

それでは、最後のスライドに移らせていただきます。 

最後、私からは２枚のスライド、まとめと書いてあるとおり、これまでお話しさせてい

ただいた全国の自治体の状況からの一般的な問題点と、変わるべき方向、それを踏まえた

奥州市の総合計画、担うべき役割、機能をまとめています。 

復習になります。 

総合計画を策定すること自体が目的ではなくて、出来上がった総合計画に基づいて行

政、地域を経営していくことが目的であるというこの経営の視点というのをしっかり役

割、機能として担わなければいけない。 

二つ目は、計画どおりに計画に位置づけられた施策・事業を進めることよりも、効果が

上がる施策・事業とすること、これが必要なのだと。そういう計画の策定、運用にしなけ

ればいけない。 

奥州市では、計画の構造、現在の３層構造、計画期間、５年、５年を足した 10年間の

計画期間、実効性の確保、これがまだ不十分、これが課題となっている。これが課題にな

っているので、構造、構成も、計画期間も見直して、策定後に有効に機能する総合計画と

する必要があると思います。 

スライドの９番です。 

社会経済環境が厳しくなり、その変化も早く大きくなるからこそ、中長期的な将来予測

です。中長期的な将来予測分析に基づいて、戦略的な施策事業の立案・推進、あるいは変

化に応じた迅速な見直しが必要だということです。 

五つ目、経営資源は有限かつ右肩下がりなので、優先順位づけだとか、従来行っていた

施策・事業を、今後も、単に継続するのではなくて、根拠に基づいてしっかりとした考え

方、分析に基づいて費用対効果の高い施策事業を立案して、実施していく必要があるとい

うことです。 

ここで、私からの説明は終わりですが、全体通じて、またご質問等があればお願いいた

します。 

いかがでしょうか。どうぞ。 
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▶ 鈴木委員（２号委員：奥州市芸術文化協会） 

鈴木美喜子と申します。 

先ほど質問すればよかったのですけれども、資料６ページに総合計画の構造のパター

ンの中で、パターン２のところで、豊田市、三原市が 2050 年までの超長期的な計画に

しているという先生からの例の説明があったのですが、これは、いつ頃策定しての 2050

年だったでしょうか。結局それが、やはりこの 10年ではなくて 20年以上の超長期的な

計画がいい結果になっているといいますか、ING だと思うのですけれども、その辺何か

ご紹介いただければいいなと思います。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

このパターン２、基本構想、一旦作るけれども、その下の基本計画・実施計画との連動

性を離してしまうというパターンは、特に大都市圏で先行して実施されてきたやり方で

す。 

23区の場合ですと、1990年代に策定された基本構想から、終期を求めず、改定する

必要があれば改定するという位置づけで、一旦作って、そのまま店晒しというか、本当に

置いたまま、それでも特に支障はなかったぐらい抽象度が高いのが基本構想で、三原市の

場合は、基本構想を策定したのは一昨年度です。ちょうど１年前に議決して出来上がって、

豊田市はですね、私が支援したタイミングなので 2018 年ぐらいに策定した、第８次総

合計画の策定時に基本構想の計画期間を一気に伸ばそうということで、とりあえずその

ときに置いたのは、リニア新幹線が名古屋市まで開通するタイミングで 2035 年だった

のですが、今リニア新幹線一体いつ開通するか分からなくなってしまったので、その

2035年という具体的な数字もぼやかしてしまったという状況。 

意図としては基本構想の内容は抽象度が高いので、一旦作って 10年ごとに見直す必要

が本当にあるのかどうかです。第２次奥州市総合計画の計画書からの抜粋ですけれども、

例えば目指すべき都市像で、「地域の個性がひかり輝く 自治と協働のまち奥州市」これ

が将来都市像、地域の個性、旧地域会議ごとの地域の個性がしっかり光る、自治と協働の

町、市だけが頑張るのではなくて、市と市民、地域の皆さんが一緒になって頑張っていき

ましょう。この将来都市像を、見直す必要があるのですか。例えばですが、というような

ことですね。結構これを見直すのは、審議会の審議に時間がかかるのです。 

なので、もう奥州市にとって、皆さんがご活躍されている期間はもう変わらないのであ

れば、普遍的なものであれば、こういう形で、基本構想、基本計画、実施計画という三つ

のレイヤー、層ではあるのですが、基本構想だけはもう別なものにして、極端な話をする

と、市長が何人交代しても、これはもう市民にとって、市にとって変わらないでしょうと。

前任者と戦って、前任者に勝った市長が、見直すとかそのような類のものじゃないじゃな
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いですか。地域の個性が光り輝いて、行政と皆さんが一緒になって、まちづくり頑張りま

しょうというのを、これを普遍的なものは一旦作ったら、もう余程のことがない限り変え

る必要はなくて、でも、いろいろな時代の環境が変化していく中で、４年とか５年ごとに、

この基本計画、実施計画を見直していって、しっかりと効果が上がる施策事業にしていき

ましょうというのがこの考え方のベースになっている。 

本当に計画期間が、昔は 10年、基本構想を中心に計画期間 10年がもうほとんど８割

ぐらいの自治体がそうだったと思うのですけれど、どんどん伸ばしていっているか、終わ

りを無くしてっていますね。よろしいでしょうか。 

他にいかがでしょうか。 

 

▶ 早川委員（２号委員：日本情報通信株式会社） 

早川浩子と申します。よろしくお願いいたします。 

先生の今説明していただいた内容で、大変だなというのは、しみじみと入ってまいりま

した。 

前の方のご質問もそうだと思うのですけれども、良い話として、こうすればうまくいっ

ているとか、先生の話の中に 1980年代から上手くいってないのもあるのだけど、でも、

男女参画は全くうまくいってないと言いながらも、どれかはうまくいっているとか、どう

やればうまくいけるかという、先生のお知恵もたくさんあるかと思うので、良い話をいく

つでも教えていただき、これから考えるに当たり、ありがたいです。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

行政が、立案した政策がうまくいかない根本的な理由というのは、この二つです。 

目の前のことしか考えない、お題目としては、将来のことを訴えておきながら、目の前

の対処療法しかやらないというパターンが一つ。 

私政権与党に何も思いはないのですが、地方創生総合戦略、10年前のときに、少子化

対策といって、一番強化されたのが、大都市部の待機児童対策、保育所入所者の待機児童

対策、これが一番重要視されて、子育て支援に相当特化した。 

先ほど言ったように、目の前で困っている方をちゃんと対応しなければいけないとい

うのはやはり必要です。ですけど、そこだけに留まってしまったのが国の政策の大失敗。

ここ数年の中でいろいろな研究がなされていく中で、少子化の原因というのは、もっと手

前のところだというのは、どんどん出てきている状況。 

そこに向けては、やはり中長期にわたる戦略的な施策・事業の立案が必要だ、これがや

はり国も自治体もすごい不得意。 

二つ目が、この根拠に基づく費用対効果の高い施策。国が 10 年ほど前から、ＥBPM

という根拠に基づく政策の立案ということを、国もやるし、自治体もやりなさいと号令か
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けているのですが、言っているけど出来ていないのが国ですし、少子化の原因、要因がし

っかり分析されていれば、10年後の人口減少の状況というのは、少子化の状況というの

は、多少なりとも緩和されていく。自治体の場合も同じで、市町村の場合も、どうしても

職員の皆さんは４年から５年ごとに異動されます。職場を異動します。異動してしまうと、

新しい職場で前任者から仕事を引き継いで担当することになる。 

そうすると、根拠をあまり考えずに、前任者から受け継いだ仕事を、前任者のやってい

るとおりに、施策・事業を実施してしまうのが、地方公務員。ほぼ全ての地方公務員の思

考回路と行動様式。そこを変えていくのが、何年かに一度、基本計画の策定のタイミング

ということで、ここをしっかり取り組んでいけば、いきなり 100％、100点になること

はないのですけれども、最初 40点、次の段階で 60点、３回目に 80点というのが小牧

市の支援を３回継続してやってきた実績です。だから最初、40点までレベルアップすれ

ばもう十分だと、それをやっていくことによって費用対効果の高い施策・事業というのが

奥州市役所としては、しっかり実施できていくようになるというところが、良いところ、

良い話ということで、それはこれから２年間弊社が支援する中でも、しっかりと取り組み

たいと思っております。 

以上です。 

 

▶ 早川委員（２号委員：日本情報通信株式会社） 

はい、ありがとうございます。 

ということは、そのご支援を、データをどのようにとって、どういうふうに分析すれば、

先が見えてきますというお話が今後あるということですね。 

はい、ありがとうございます。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

他にいかがでしょうか。 

 

▶ 髙橋委員（３号委員：県南広域振興局） 

すみません、県南広域振興局の髙橋と申します。 

私も一応行政職員なので、そういった行政の立場から確認というか、今日聞きたい部分

あるのですけれども、総合計画がいわゆるその形骸化してきているという部分の一つに、

私個人的には、これまでたくさんの法律ができてきて、整備が整ってきているというのが

原因にあるのではないかなと思っていました。 

例えば、生活保護の部分で見ると、先ほど先生からおっしゃったように、その業務とし

ては、生活困窮者に対して、そういった保護の政策を実施するということで、手続を実施

するのが法律に書いてあるということになって、それを実施するってことではあるので
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すけれど、根本的にそういったことを、そういった貧困者をなくすためにどうすればいい

のかというと、それは生活保護担当部局、例えば福祉部局とか、そういうところでは対応

できなくて、例えば経済政策でしたり、教育政策とか、様々な部局の方で考えないといけ

ないということなので、例えばそういった部分に、総合政策、総合計画の強みが出てくる

のではないかなと。 

したがって、そういったところに重きを置いた計画にしてもらえると良いのではない

かなと思っていて、そういった部分、例えば、要は指標を作る際にも、そこと当然ギャッ

プが出てきて、今やっている取組は、いや、生活保護に対して受給するだけです、そうい

う手続をやるだけです、法律に基づいてやるだけですということなのですけれど、それを

やるに当たって、セーフティーネットとしてやることはそのとおりだけど、その根本的な

原因を中長期的に対処していきましょうみたいな形を、総合計画で位置づけていくとい

うことにすると例えば、より良いまちになっていくのではないかというふうなビジョン

が出てくるので、そういったビジョンを、例えば、基本構想なり基本計画なりで作ってい

くというふうな格好になっていけばいいかなと思うので、そういった部分について今後、

新しい計画作る際に、市役所の方に助言していただければなと思って、これはお願いなの

ですけれども、そういったような考え方でいいのかどうかというとこ含めて、お聞かせい

ただければと思います。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい、ありがとうございます。 

本当にご指摘のとおりです。 

先ほど言ったように、職員の皆さん、決して怠慢でもなく、すごく真面目に仕事に取り

組むのですけれども、やはりそれぞれの政策分野のプロフェッショナルになりきれずに、

目の前の事務、事業、業務をこなすことにどうしても特化してしまうと承知しています。 

この総合計画の役割というのは、４年とか５年ごとにしっかりとその政策分野を検証

して、どういう政策を打って出るべきかということを考えるタイミング。その際には先ほ

どお話しいただいたとおりの、ご指摘をいただいて本当にありがたいのですけれど、目の

前の困り事を解決してあげるだけじゃなくて、なぜそんな困りごとに陥ってしまったの

かというところをしっかり分析して、本当に総合政策、お話いただいたように全庁横断て、

総合政策として取り組まなければいけない、そういう考え方を持ってもらって更にそう

いうことが組み込まれた計画にしていかなければいけないと思っていますので、心強い

ご意見いただきましたのでそこを推進させていただきたいと思います。ありがとうござ

います。 

他にいかがでしょうか。 
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▶ 千葉委員（２号委員：奥州市建設業協会） 

建設業協会の千葉です。今日ありがとうございました。 

何人か前の人も言いましたけど、私も充て職の方で今回からこういう計画ですごく大

変な係になったなというのが実感して、１回目、２回目の今日で実感します。 

それで今いっぱい先生の方からも計画を立てるに当たっていろんなご指導いただきま

したけど、例えば第２次、第１次も含めてですけど、市で作っていて目標立ててよかった

ところ費用対効果といえばそのとおりにもなるのですけど、うまくいったもの駄目なも

のをいっぱいあるかどうかは分からないのですけど、少し参考、次からのいろんな資料そ

ういうのも含めて出てくるとは思うのですけれど、改めていろいろなことが次から次へ

と新しい発想は難しいので、いろいろな過去の事例も、奥州市の事例もいっぱい資料とし

て何か含めていただければ、参考になって、事前の資料としてもらったりできれば、立案

に少し考えも行くかなと思うので、できればその辺も少しご提供いただければと思いま

す。 

お願いします。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい、ありがとうございます。 

もちろん、第３次策定する際に、２次までを横に置いといて、３次をいきなりゼロベー

スで作るということはなく、第２次奥州市総合計画の振り返り検証を必ずやります。 

その振り返り検証も、施策所管課の職員にしっかりやっていただきます。 

もちろん、その施策所管課の職員だけでやった振り返り検証の内容は、当然不十分なの

で、私どもがその内容をより良いものにするための支援を行って、その結果を審議会の皆

様方に、これまでの計画ではこういう成果、効果はありました、こういう部分が積み残し

の課題ですということで、審議していただくための参考資料としてしっかり提供させて

いただきます。よろしくお願いします。 

 

私は今日これが最後でも何でもないので、これから、様々な機会でご質問とか、ご意見

を言いたいというお話があれば、企画を通じてでも、庁内で見かけたタイミングでも結構

ですので、お願いしたいと思います。 

それでは、事務局に戻させていただきます。 

 

▶ 阿部政策企画課長 

はい、ありがとうございます。 

それでは、資料５の最後、10ページの部分をお開きいただきたいと思います。 

最後のまとめの部分を、私の方から説明をさせていただきたいと思いますが、ただいま
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日本政策総研の佐々木さんから説明がありましたとおり、奥州市の次期総合計画策定に

当たりましては、従来どおりのその計画構造でありますとか、計画期間等にとらわれるこ

となく、市の最上位計画として、中長期的かつ戦略的、そういった施策や事務事業の推進、

時代の変化に応じた柔軟な施策、事務事業の見直し等に対応できるよう、そういったとこ

ろを目指して、検討をこれから行ってまいりたいと考えております。 

審議会委員の皆様におかれましては、こうした次期総合計画が目指すべき役割ですと

か機能について、なかなか、今日１日で全てというわけにはいかないとは思いますけれど

も、今後、様々会議を開く場面で確認などしていただきながら、ご理解をいただいて、よ

り良い計画策定に向けまして、様々な観点からご意見、ご議論を賜りますようお願い申し

上げまして、本日の勉強会のまとめという風にさせていただきたいと思います。 

説明については以上となります。 

 

▶ 二階堂政策企画部長 

はい、皆さん本当にありがとうございました。 

佐々木さんには、私が本来進行して質問等を受けるところまでやっていただきまして、

すみません、ありがとうございました。 

時間も押しておりますが、先ほど、佐々木さんの方からお話しいただいていることに、

私の方から現場感覚で若干お話します。 

例えば、総合戦略とありますが、これは国の方で音頭を取って、全国の自治体が少子高

齢化や人口減少対策に対応するための計画を総合戦略として策定しまして、その計画を

基に取組む事業に対して国が交付金で支援する仕組みを作ったものです。 

しかしながら、なかなか目標通りになっていないというのが、全国的な課題となってお

ります。 

それから、議会の議決という話を、先ほど、佐々木さんの方からもいただきました。 

今、３層構造の上の二つ、基本構想と基本計画、この二つが今、議決事項に奥州市はな

っております。最初は一番上の基本構想だけでしたけれども、前回の後期計画策定のとき

に、基本計画まで議決事項とすることで見直し、議決された経過があります。 

今週も議会サイドと協議しますが、議決事項を見直す可能性も含めて議論していくと

いうことを議会サイドにご理解いただくという努力をしてまいりたいと思っております。 

こういった、時代の流れ、あるいは首長交代したときの動きも含めて、佐々木先生にご

紹介いただいているところは実感しておりまして、我々も本当にこのままで良いのかと

いう思いが強くて、今回本気になっているということはご理解いただきたいと思います。 

合併して、我々20年迎えます。他の自治体も、平成の大合併で、我々と同じもしくは

先に合併しているところで、計画策定を迎えているところがたくさんあります。 

例えば、一関市では今までどおり 10年の、前期、後期それぞれ５年、３層構造でとい
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うことで進められておりますが、全国的にも一関市同様今まで通り踏襲されている自治

体が多いのですけれども、我々としては本当にそれで良いのかという問題意識がありま

す。 

今回、伴走支援いただく事業者については公募し、５社から手を挙げていただきました

が、我々が期待するところに一番合致している事業者が、佐々木さんの会社だったという

ことでございまして、伴走支援をお願いした経過でございますので、実際、先ほど言いま

したとおり、難しい部分もあります。議員さん方がこれに理解を示していただけるか、あ

るいはやっている中で、現実的にどうかという部分もあって、どこに落ち着くか分かりま

せんけども、いずれいろいろな可能性を探っていきたいというのが我々の本心でござい

ますので、今日も耳の痛い話をたくさんいただきましたけど、引き続き、皆さんにご理解

をいただいて、ご議論いただければという風に思っております。 

はい、すみません、長く話してしまいました。 

勉強会の部、終わりでよろしいでしょうか。 

 

４ その他 

その他、４番でございますが、何でも結構でございます。その他含めて、ここでご発言

いただける方、ございませんでしょうか。 

事務局からありますか。お願いします。 

 

▶ 佐藤上席主任（政策企画課企画推進係） 

 はい、その他といいますか、本日、オンラインで参加された吉村委員から、質問を預か

っておりましたので、ここで共有させていただければというところでございます。 

先ほど、資料の３ページ目でございますけれども、これからの総合計画に必要な役割・

機能というところのページのところでございまして、今後のところの「計画に基づき経営

すること」というような部分で、ここでどこまで総合計画に書き込むことが求められてい

るのか、大風呂敷を広げないのも大切かと思うが、総合計画に書いていないからと、クリ

エイティブなことが出来なくなることが問題ではないかというようなところの質問が来

ております。ここのところのバランスをどのようにお考えかということで質問が来てお

ります。 

あと、もう一つが、審議会委員に求められているところというようなところでございま

すけれども、審議会委員については、様々な立場の委員がいらっしゃるということでござ

いますけれども、その各委員さん、この会議の場だけではなくて、それ以外でもどういっ

た役割が求められているのかというようなところでございます。 

例えば、今回の計画について、自治会でしたり、所属団体の方で共有するというところ

を求めているのかどうかというようなところでございます。 
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これにつきましては、全国的な事例、他市の事例も踏まえての佐々木先生のご所見を伺

いたいというような部分と、奥州市としてどのように考えているのかというようなとこ

ろをお聞きしたいということで、質問を預かっておりましたので、よろしくお願いいたし

ます。 

 

▶ 二階堂政策企画部長 

 はい、分かりました。 

すみません、まず佐々木様が答えられるところをお願いしてよろしいですか。 

 

▶ 佐々木央氏（株式会社日本政策総研） 

はい。 

今、画面に表示しているスライドの３番、今後の目的のところですね。計画に基づき経

営することということで、計画図書、基本計画図書になるとは思いますけれども、計画図

書にこの経営に基づき推進することの詳細な仕組みとか取組方については書き込めない

だろうと思っています。 

ただ、作った計画の効果をちゃんと検証して、積極的に見直していくことというレベル

では、しっかり書き込む、位置付けることが必要だろうと思っています。 

あと、ご懸念でありました計画に位置付けられていない施策・事業はできないようなの

は避けた方が良いのではないかということですが、それはそのとおりだと思っておりま

す。計画期間中に施策を推進していく中で、施策の具体的な手段としての事業が、もっと

他に良い効果を上げる事業、期待できる事業があれば、新規事業を立案して、その施策の

目的、目標を達成するために推進していくということは、当然積極的に行われなければい

けないですし、施策も社会・経済環境が変わる１年、２年で変わった中で、もうこの施策

ではなく別の施策に切り替えなければいけないのだということが分かったら、やはり施

策を切り替えていくというのも当然必要です。 

そのためにも、計画を固定的に捉えて、計画に位置付けられていないことはやらないで

はなくて、計画で重要なのは、目的と目標をしっかり位置づけて、それを実現するために、

施策・事業がどうあるべきかなので、計画期間中は計画に位置づけられてなくても、施策

の目的、目標を達成するために必要な施策・事業をやっていくということも含めて、基本

計画書に書き込んでいくことになるのだろうなと思っております。 

２点目で、やはり総合計画、特に超長期の取組である将来目標とか、あるいは地域はど

のぐらい頑張っていただかなければいけないのか等を含めて、自助・共助・協働のところ

を含めて、審議会の委員の皆様だけではなく、やはり他の市民の皆様方からの意見、考え

方の募集というのは必要だろうと思っておりますので、それは、今回、特に今年度、令和

７年度にそういう取組を含めてやっていくことになると考えております。 
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私からは以上です。 

 

▶ 阿部政策企画課長 

私から、審議会委員の皆様の役割、どういったものが求められているかという部分につ

いて、それぞれ選出母体というものがあって、推薦を頂戴して、今日この場に委員として

おいでいただいているということは重々分かっているわけではございますけれども、先

ほど佐々木さんの方からもありましたが、今後の総合計画を策定するに当たっては、市民

参画ですね。市民意見をどう取り入れて反映していくかといった部分、我々も考えていか

なければならないと思いますけれども、そういった部分で、それぞれの選出母体ごとにご

事情は多分におありだとは思うのですけれども、それはそれとして、それよりも、もう一

歩高い視点で、他の団体との関係なども、この議論の中で、事情を分かっていただきなが

ら、そういう視点で、少し高い視点からご意見を頂戴できればと思いますし、また選出母

体の方にも、総合計画策定に関しての情報は随時流していただいて結構でございますし、

我々もその方がいろいろな意見を関心持って、いろんな意見をいただけるという風に思

いますので、そういったところのつなぎといいますか、そういう役割も果たしていただけ

れば幸いだなという風には思っている次第でございます。 

いずれ、いろいろな方からご意見を頂戴した中で、最終的にお諮りをするのは、この審

議会、諮問をさせていただくという形になるということで、長丁場の取組となりますけれ

ども、そういったところでご協力をいただければと思います。 

以上です。 

 

▶ 二階堂政策企画部長 

その他でございますが、他よろしいでしょうか。 

はい、すみません。時間が長くなってしまいまして恐縮でございます。 

それでは今後ともよろしくお願いをしたいと思います。 

 

５ 閉会 

▶ 二階堂政策企画部長 

それでは以上をもちまして令和７年度第１回奥州市総合計画審議会を閉会いたします。 

本当に長い時間ありがとうございました。お疲れ様でした。 


